
自衛隊のイラク派遣は憲法違反だとして市民が起こした訴訟の名古屋高裁での控訴審判決は、去る４月17日、イラク

での航空自衛隊の活動について「自衛隊の活動、特に航空自衛隊がイラクで現在行っている米兵等の輸送活動は、他国

による武力行使と一体化したものであり、イラク特措法２条２項、同３項、かつ憲法９条１項に違反する」という、画

期的な違憲判断を示しました。

判決は、航空自衛隊の「平成18年７月から現在まで

の空輸状況」として、「平成18年７月から19月末までの

輸送回数は150回、輸送物資の総量は46.5トンであり、

そのうち国連関連の輸送支援として行ったのは、輸送

回数が25回で、延べ706人の人員及び2.3トンの事務所

維持関連用品等の物資を輸送しており、それ以外の大

多数は、武装した多国籍軍（主にアメリカ軍）の兵員

であると認められる」と事実認定したうえで、「それ自

体は武力の行使に該当しないものであるとしても、多

国籍軍との密接な連携の下で、多国籍軍と武装勢力と

の間で戦闘行為がなされている地域と地理的に近接し

た場所において、対武装勢力の戦闘要員を含むと推認

される多国籍軍の武装兵員を定期的かつ確実に輸送し

ているものであるということができ、現代戦おいて輸

送等の補給活動もまた戦闘行為の重要な要素であると

いえることを考慮すれば、多国籍軍の戦闘行為にとっ

て必要不可欠な軍事上の後方支援を行っているものと

いうことができる。したがって、このような航空自衛

隊の空輸活動のうち、少なくとも多国籍軍の武装兵員

をバグダッドへ空輸するものについては、他国による

武力行使と一体化した行動であって、自らも武力の行

使を行ったと評価を受けざるを得ない行動であるとい

うことができる」と断定しました。

そして、これらのことから「現在イラクにおいて行

われている航空自衛隊の空輸活動は、政府と同じ憲法

解釈に立ち、イラク特措法を合憲とした場合であって

も、武力行使を禁止したイラク特措法２条２項、活動

地域を非戦闘地域に限定した同条３

項に違反し、かつ、憲法９条１項に違

反する活動を含んでいることが認め

られる」と述べ、イラクに派遣されて

いる航空自衛隊の活動が、違法かつ違

憲であると結論づけました。
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イラク空自違憲 あいまいな説明は許されない

イラク復興特別措置法に基づく航空自衛隊のバグダッドへの空輸活動を違

憲とする判決が出た。自衛隊のイラク派遣に反対する市民グループが国を相

手取って、派遣が憲法違反であることの確認を求めた控訴審で、名古屋高裁

（青山邦夫裁判長）が17日、判断したものだ。

陸上自衛隊は06年７月にイラク・サマワから撤退したが、空自は昨年６月

のイラク特措法改正で活動が２年間延長された。イラクで５年目の活動を展

開しており、クウェートから首都バグダッドへの輸送などを担当している。

判決はまず、バグダッドで米軍などと武装勢力との間で激しい武力衝突が

起きていることを指摘し、特措法でいう「戦闘地域」にあたると認定した。

そのうえで、「多国籍軍の武装兵員を戦闘地域であるバグダッドに空輸する活

動は、他国による武力行使と一体化した行動で、武力行使を行ったとの評価

を受けざるを得ない」とした。

政府と同じ憲法解釈で特措法を合憲としたとしても、活動を「非戦闘地域」

に限定した特措法と、武力行使を禁じた憲法９条に違反するとの判断である。

重要なのは、判決がイラク国内の紛争は多国籍軍と武装勢力による「国際

的な武力紛争」であるとの判断に基づき、バグダッドを「戦闘地域」と認定

したことだ。政府がイラクでの自衛隊の活動を合憲だと主張してきた根拠を

根底から覆すものだからだ。

イラクに自衛隊を派遣した小泉純一郎首相（当時）は、国会で非戦闘地域

について質問されて、「自衛隊が活動する地域は非戦闘地域である」と答弁し、

物議をかもしたことがある。また、党首討論では、イラク国内の非戦闘地域

について聞かれ、「イラク国内の地名とかを把握しているわけではない。どこ

が非戦闘地域かと聞かれても、分かるわけがない」と発言したこともあった。

判決は、極めてあいまいだった当時の首相発言を指弾する内容でもある。

政府は判決を真摯（しんし）に受け止め、活動地域が非戦闘地域であると主

張するなら、その根拠を国民にていねいに説明する責務がある。

さらに、判決が輸送対象を「武装兵員」と認定したことも注目に値する。

政府はこれまで、空自の具体的な輸送人員・物資の内容を明らかにしてこな

かった。小泉首相は、当時の記者会見で「空自による物資の輸送はしている。

しかし、どんな活動をしているかは部隊の安全の面があり、公表できない部

分もある」と述べていた。

しかし、輸送対象に米軍を中心とする多国籍軍が含まれており、当初の「人

道復興支援」から「米軍支援」に変質したのではないかとの見方が前からあ

った。

政府は、輸送の具体的な内容についても国民に明らかにすべきである。
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